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この資料は、2021 年 9月 10日に弊社ブログ Indexology®に掲載された文書の翻訳版です。英語版と日本語版
の間に内容の相違がある場合は英語をご参照下さい。 
英語版：https://www.indexologyblog.com/2021/09/10/the-senates-approval-of-the-infrastructure-bill-
and-its-effect-on-cryptocurrency/ 
 
  
米上院は 2021年 8月 10日、超党派によるインフラ投資法案を賛成多数で可決しました。この法案はバイデン大統
領の目玉政策の一つであり、総額 1兆ドルを上回る規模となっています。これによるデジタル資産市場への影響
は、金額的には小さいものの、暗号通貨の税務上の取り扱いで大きな影響が出る可能性があります。この法案が施
行された場合、デジタル資産市場の参加者に対する税率の引き上げや新税の創設はありませんが、新たな申告義務
が発生するため、デジタル資産投資家から徴収される税金は 280億ドル増加すると推定されています。 

一般に、米内国歳入法第 6045条の規定によると、「ブローカー」の定義に該当する者は、顧客の名称、社会保障
番号、及びその他の関連情報を記載したフォーム 1099を米内国歳入庁（IRS）に提出し、取引ごとの総収益を申告
する義務があります。今回のインフラ投資法案の仮想通貨条項では、この「ブローカー」の定義が拡大されてお
り、「デジタル資産の移転を実現するサービスを提供する者」の定義に「分散型取引所（DEX）やピアツーピア
（P2P）マーケットプレイス」も含まれることになります。 

こうした定義の拡大により、分散型金融（DeFi）の取引所をはじめとするデジタル資産市場の参加者に大きな影響
が及び、業界全体の負担が増す可能性があります。 

分散型金融（DeFi）の多くの参加者は、デジタル資産の送信者や受信者を特定できないため、米内国歳入法第
6045条の申告義務を果たすことができない可能性があります。可決された法案の文言によると、幅広い市場参加
者がブローカーの定義に含まれることになり、マイナー（採掘者）、デジタル資産を預かるサービス、ノード運営
者、バリデーター（承認者）、スマート・コントラクト、オープンソース・デベロッパー、ハードウェア・ウォレ
ット/ソフトウェア・ウォレットの開発者、DAOトークンの保有者などがブローカーとして扱われる可能性があり
ます。また、以下のような場合にも個人投資家に影響が及ぶことになります： 
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• 他の個人との間で暗号通貨を売買する場合 

• 暗号資産取引所（またはそれに相当する取引所）を通じて暗号資産を取引することは、単に 2 つの転送が
同時に起こることであり、多くの場合ではブローカーまたはディーラーがテクノロジーを使用して取引を仲
介する。また、分散型取引所（DEX）では、金融機関や事業体が一切介在せず、テクノロジーのみによって
個人間の取引が成立する場合がある。 

 
したがって、影響を受ける個人は金融機関レベルで申告を行うことが義務付けられます。従来の金融取引では、誰
がブローカー（例えば、ファンド・マネージャーなどの金融機関）で、誰が顧客（例えば、ファンド・マネージャ
ーのファンドに投資する投資家）なのかが明確であったため、金融機関は容易に取引を申告することができました。 
多くの上院議員がこの問題を認識しており、ワイデン上院議員、トゥーミー上院議員、及びルミス上院議員などは
法案の文言の修正案を提出しました。具体的には、マイナー（採掘者）やハードウェア・ウォレット/ソフトウェ
ア・ウォレットの提供者などをブローカーの定義から除外し、実際に申告することができる当事者（例えば、暗号
資産取引所）のみに申告義務を課すことが提案されました。 
しかし、申告義務の対象者の範囲を狭めた場合、予想税収が約 51億 7,000億ドル減少する可能性があることが判明
しました。ポートマン上院議員はツイッターの投稿で、「イノベーションを阻害せず、ソフトウェア開発者、マイ
ナー（採掘者）、またはその他の非ブローカーに対して申告義務を課さないように、暗号資産取引に関する米内国
歳入庁（IRS）への申告ルールを修正する」ことについて合意に至ったと述べましたが、法案の文言は原案のまま
となりました。 
ブローカーの定義を狭めることなしに法案が成立した場合、米内国歳入庁（IRS）への申告義務の適用範囲が非常
に幅広くなります。一方、米国外の企業が所有・管理するブローカーなどは米国の申告義務の適用を受けないため、
結果として人材やテクノロジーが米国外に流出してしまう恐れがあります。これにより、デジタル資産業界が米国
にもたらす経済的恩恵が少なくなる可能性があります。ほとんどの暗号通貨は国境を超えて取引されるため、人材
やテクノロジーが米国外に流出したとしても、暗号通貨指数全体には影響しない可能性もありますが、米国の暗号
資産プロジェクトと米国以外の暗号資産プロジェクトの成長に影響が出る可能性があります。 
米財務省と米内国歳入庁（IRS）は、デジタル資産の税務上の取り扱いに関して正式なガイダンスをまだ示してい
ないため、新たな申告ルールが施行されるまでに、少なくとも 18～24 ヵ月の準備期間が設けられると予想されま
す。現時点で、インフラ投資法案は 2023年に施行される見通しとなっています。 
S&P 暗号通貨指数は、ビットコインやイーサリアムを含む複数の暗号通貨のパフォーマンスに連動しており、日々
進化するユニークな暗号資産市場に透明性をもたらすように設計されています。S&P DJI のデジタル資産ソリュー
ションについて詳しい情報をお求めの方は、こちらを参照ください。 
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最新のブログ 「Indexology」（英語）をご覧になりたい方は、こちらのサイト
www.indexologyblog.comよりご登録いただけますと、更新の都度メッセージが届きます。 
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